
ポス ト香港-激動する国際状勢と

アジア経済のフ ロンティア

1 .はじめに

1990年代に入って、円本を含むアジアを取

り巻く国際状勢が急激な変化を遂げつつあ

る。政治的には米ソ冷戦構造の崩壊による「米

ソ新時代」の到来とソ連国内の混乱、東ヨー

ロッパでの民七化のうねり、巨大統一ドイツ

の誕生、 ι1:]ソ接近に触発された斡ソの函交樹

立、南北朝鮮の対話ムード、国際的な孤立を

恐れる北朝鮮の対n政策の変化、インドネシ

ア及びシンガポーノレの巾国との国交凶復、ア

メリカの対ベトナム政策の変化とカンボジア

和平の新展開、世界を揺るがしたイラクのク

ウェート侵攻により始まったペルシャ湾岸戦

争、ゴルハチョフソ連大統領の訪日、南北朝

鮮の国連同時加盟の動き等である。

経済的には、東欧社会主義経済の崩壊に伴

う市場経済への移行、プラザ合意 (1985年 9

月)以降の産業 ・貿易構造の激変、パルプ経

済(株、土地等の資産価格膨張)の崩壊、ペ

ルシャ湾岸戦争を契機とした世界的な貯蓄不

足の顕在化、経済統合或いはプロック化への

動きと陀界貿易の「自由、無差別、多角化J

路線を死守したいとする GATTウルグア

嘉数 啓

イ ・ラウンドでの確執等がある。

プラザ合意以降、日本の産業構造は二つの

方向に大きく変化した。一つは、円高、労働

力不足に伴う高賃金、地価高騰、環境規制等

によって輸出競争力の落ちた比較的労働集約

型産業の海外移転、あるいは内需産業への転

換であり、二つは研究開発主導型の高度技術

集約型の商品開発輸出である。円高に触発さ

れたn本経済のこのような構造変化は、アジ

ア、特に NIEs・ASEAN経済をも巻き込ん

で「アジア新時代」と呼ばれるようなダイナ

ミックな潮流を形成しつつある。

しかし、 89年 6月に起こった天安門事件で、

NIEsの中の門由経済の覇者、香港の将来が

一層不透明になった。中国への併合を 6年後

に控えて、香港は動揺し、周辺のアジア諸国

はポスト香港に向けての開発戦略を模索し始

めた。さらに冷戦構造の崩壊と開放経済への

移行に伴って、東シナ海及び日本海を取り巻

く湾岸経済閣がアジアにおける新しい経済フ

ロンティアとして急速に浮上してきた。ここ

でポスト香港に焦点を当てつつ、プラザ合意

以降の NIEs・ASEANの経済動態を分析し、

経済の変化と同様に激動するアジアの政治 ・

本稿は「環日本海交流間新潟同際フォ ーラムJ(平成 3年 2月8-9日、新潟市)にて報告した拙論を、

分科会でのコメント及びその後の状勢を踏まえて全面的に3き改めたものである。コメンテーターの徐照

彦名古屋大学教授、高橋毅夫千葉大学教般から貴重な示唆をいただいた。記して感謝を表したし、。
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ポスト寄港一敬動する国際状勢とアシア経済のフロ ンテ ィア

軍事潮流、さらにはポスト湾岸の「新世界秩 NIEsの中でも、 87年のルーフル合意によ

序J形成への模索が高まる中で、日本が深く り、特に通貨の大幅切り kげを迫られていた

関わちざるを得なレ三つの「アジア経済関」 韓国、台湾(図 1参照)の外需から内需への

構想の行方を追ってみたL、。 シフトの素早さには Hを見張るものがあっ

2.外需から内需へのシフト

プラザ合意による「ドル安」効果の思忠を最

も享受したのは、自国の通貨をドルとリンク

させていたアジア NIEs(香港、緯関、シン

ガポール、台湾で、 88年のトロントサミット

以前は NICsと呼ばれていた)であった。 ド

/レ安はNIEs製品の競争)Jを一層強めた。『通

商白書』によると、 85-88年間にNIEs輸出

総額は、 1，086億ドルから2，211億ドルへと倍

増した。国民総生産 (GNP) で測った

NIEs経済は日本の]4%(人口は 7千万人強

で円本の58%)だが、輸出力では円本に匹敵

するほどになっている。 NIEsの中でも、香

港、韓国、台湾は年率26%以上の驚異的な輸

出成長力を記録した。ここで注白すべきこと

は、 NIEsの輸出が量的に増大しただけでな

く、輸出市場の多様化が急ピッチですすんで

いることである。

80年代前半にNIEs輸出増加分の56%がア

メリカに吸収されていたが、 88年にはそれが

6%に急減し、代わって NIEs域内 (0.1か

ら19%へ)、日本(12%から 15%へ)、

ASEAN (11%から12%へ)へと劇的に変化

した。これは基本的にはアメリカのNIEsに

対する一般特恵制 (GSP)の適用除外 (89

年 1月)と保護貿易主義の高まりに対応した

結果であったが、それ以上に円本の貿易 ・産

業構造の変化と NIEs域内での需要吸収能力

の飛躍的な拡大がある。

た。

;!?三::!と:
1985/9 86 81 88 89 90 

資料出所: r日本狩済新聞』

両者とも日本などと比べると経済規模は比

較的小さく(それぞれ日本の 6%と5%)、

輸出主導の経済成長路線を突き進んできただ

けに、内需シフトによる経済成長の維持には

かなりの時間を要すると見られていた。韓国

の経済成長率は87年(12%)、88(11%)、89

(6 %)だが、外需〈輸出)の成長寄与本は

それぞれ14%、9%、と低下し、 89年はマイ

ナス22%を記録して、対外貿易が成長の足を

引っ張るとし、う過去には予怨だにしなかった

変化が起きている。台湾でも同様な事態が起

きており。外需の成長寄与率はここ 3年来マ

イナスである。

外需依存の成長から内需主導型の成長への

急速な転換の背景には、欧米における保護貿

易の動きもさることながら、なによりも

NIEsにおける所得の増大に支えられたかつ

てない「民間消費ブームJがある。台湾の 4

人当たり所得は85年の 3千ドルから88年には

6千ドル近くに急増し、韓国も1.6倍の 3千

6百 ドルに達した(表 1参照)。香港、シン
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経済と社会

表 1 アジア地域の主要経済指標、 1988年

国内総生産

人 口 国土面積 総 額 4 人当たり

(百万人) (千凶) (億ドノレ) ( ト'ノレ)

日本 123 372 23，845 19，530 

中国 1.087 9.561 3.003 278 

NIEs 

韓国 42 99 1，504 3.581 

台湾 20 36 1， 128 5，727 

香港 6 532 9.332 
シンカ'ポール 2.7 239 8，843 

ASEAN 

インドネゾア 175 1，919 697 409 
フィリピン 59 300 390 664 

タイ 55 542 561 1.028 

マレーシア 17 330 346 2.049 

プノレネイ 0.2 34 15，421 

インド支那

ベトナム 64 330 128 200 

ミヤンマー 40 677 80 200 

カンボジア 7 181 n.a. n.a. 

ラオス 4 237 7 180 

資料出所 :ADB，Key Indicators 01 DeveZoting Member Countries 01 ADB. 1990; 
World Bank. World Develo，抑~ent Retorl 1990等。

ガポールは88年で先進国並の 9千ドルを突破

した。所得の増大に支えられて、 80年代の後

半より NIEsの民間消費支出はかつてない 2

桁台で伸びている。

ただ湾岸戦争の後遺症もあって、石油依存、

輸出依存 (特に米国)の高いNIEsの成長鈍

化は避けられず、アジア経済研究所によると、

実質成長率は89-90年の 7%台から91年は6

%台に落ち込むことが予測されている。また

民間消費を中心とする内'識の拡大はNIEs成

長のエンジンであった高圏内貯蓄一高設備投

資の良循環を断ち切る恐れがあり、中長期的

に見て果たして内需主導型の成長パターンが

定着するかどうかは疑わしし、。

3.垂直分業から水平分業へ

日本・ NIEsにおける外需から内需への急

速な転換はそれぞれの分業構造をも大き く変

質させている。日本は原 ・燃料を輸入し、 あ

りとあらゆる消費財を生産 ・輸出するという

「完成財自給型Jの生産構造から急速に離脱

し、日本で比較優位をもち得ない労働集約型

完成品及びパーツの海外調達(アウトソーシ

ング)を OEM(相手方プランドによる製品

生産)などを通して積極的に展開するように

なった。繊維、おもちゃ、電化製品をはじめ、

向動軍部品、機械設備に至る広い範囲にわた

って水平的な産業内あるいは「企業内J分業
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ポスト香港一滋動する国際状勢とアジア経済のフロンティア

が進行している。例えばタイ三菱自動車はフ

ィリピンカミらトランスミッション、マレーシ

アヵ、らドア、オーストラリアヵ、らアルミホイ

ル、日本からエンジン本体を調達して

MADE IN THAILANDの京を造 ってい

る。

特に日本の水平分業の有力なパートナーが

NIEsとASEANである。 NIEsと準NIEs

のマレーシアとタイを含めた 6ヵ国に400余

の円本の事業所が進出し、電子部品から産業

用機械に至る多様な製品を生産して日本に逆

鱗入、あるいは欧米を中心に輸出している。

日本の米国への輸出は減少しているものの、

逆に ASEANから米国への輸出が急増して

L、る。例えば、日本の米国への家電製品は89

年で21%も減少したものの、タイ円系企業に

よる同製品の米国への輸出は突に2000%も増

加している。アメリカ議会ではこれを fEx-

port Shell Game (見せかけの詐欺的輸出)J

とよび、日本企業によるタイからの輸出も日

本からの輸出と見なすべきだとする怠見もあ

る。

このような企業内分業を供給面から支えて

いるのが、プラザ合意以来、「爆発的Jに増

大した日本の直接投資である。円本の NIEs

へのl直接投資は86年の15億ドルから88年には

33億ドルに急増した。特に香港への投資は、

1997年の中国返還とL、う不安材料があるにも

かかわらず、 5億ドルから 3倍強の17億ドル

に急増していることは注目してよし、。日本の

ASEAN投資の増加率は NIEsへの投資を上

回り、 86年の約 6億ドノレから88年には 3倍強

の20億ドルに達した。特にタイへの投資は l

倍、ドル強から突に 9倍近くに激増した。さす

がにタイのインフラは急増する内外の民間投

資需要を支えきれず、最近に至ってn本の投

資はインドネシアとマレーシアに向かし、つつ

ある。

インドネシアでは59%日本出資による総額

27億ドルの巨大なアサハンアルミ工業プロジ

ェクトが進行している。いま ASEAN6か

国の中で、日本の投資家が最も魅力を感じて

いるのはインドネシアである。政治的安定に

加えて、豊富な資源、労働力があり、さらに

湾岸危機 ・戦争による石油収入の増大と政府

が積極的に外資を含む経済の自由化政策を推

進しているという積極的な姿勢がある。 800

万人の人口を擁するジャカルタの顔は、次々

と完成する高層ビルで、近年その姿は一変し

つつある。政治不安と累積債務、インフレ、

失業に苫しむ、私がつい最近まで滞在したマ

ニラとは極めて対照的である。長い経済停滞

と人口増で、インドネゾアの生活水準は

ASEANで最も低い (一人当たり所得が88年

でわずかの409ドルでタイの半分以下)が、

最近に至って経済の自由化戦略、人口抑制、

製造業輸出が奏功して、成長に伴う貧富の格

差の鉱大でスハノレト政権に対する不満は募っ

てきているものの、個人消費を恨底から支え

る中産断層は確実に増大し、 ASEANで最も

有望な経済に変身しつつある。

最近のタイ、マレーシア、イソドネシア経

済の活況は、欧米の保護貿易に賃金 ・地価高

騰、湾岸戦争による石油の高騰等が加わって

輸出競争力が大幅に低下してきている NIEs

を上回っている。プジア経済研究所の予測に

よると、このような傾向は今後も続き、

ASEANとNIEsとの成長力格差はさらに広

大するとしている。

プラザ合意以降の変化でもう ・つ注目すベ
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経済とH:会

図2 アジアの地域の貿易

数値は89年の矢印方向への輸出額(億トル)
( )内は85年からの年平均伸び率。
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資料出所: r1991年通商白書』

きことは、日本のNIEs.ASEAN投資及び

同地域から輸入の念.地に加えて、 NIEs.

ASEAN問および NIEs・ASEAN戚内での投

資 ・貿易が念地してきたととである。最近の

NIEsのASEAN投資は、タイを除いて、日

本を 1.:[01っており、さらに前者の後者からの

輸入制も日本・のそれを上回るようになってい

る。輸出経済のイメージの強いNIEsだが、

驚くなかれ、 NIEsの111:界全体からの輸入比

率 (88年で7%)は日本・(6%)を凌駕して

いるのだ。しかも NIEs:f"il内の貿易割合(19

%)がNIEs-n ~本!日jの割合(15%) を上回

っており、アジア域内の貿易の補完性が急速

に高まっている(図 2怠照)。また従来農産

物及び原 ・燃料の輸出に頼ってい た

ASEANにおL、ても、日本 ・NIEsとの水平

分業の高まりの中で、経済の多様化が急ピッ

チで進んで・おり、補完的な域内貿易が急増し

ていることもn:1:1すべき変化である。

4.ポスト湾岸と NIEs.ASEAN経済

多国籍耶のイラクや爆(1月17日)で始ま

った湾停戦争は、長期化するとL、う大方の予
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ポスト奇港一激動する国際状勢とアジア経済のフロンティア

想を履して、米軍の最新鋭兵器の猛攻の前に

2ヵ月で決着した。湾岸戦争は、湾岸周辺国

のみならず、中東経済及び石油に依存してい

る国々の経済的負担を高めた一方、「戦勝国」

の湾岸復興需要への期待感を同時に膨らませ

ている。湾岸戦争勃発に伴って、中東油田に

7割方依存している円本は、石油価格高騰か

らくる金利上昇、円安、デフレ効果を抑える

ため、公定歩合を81年水準の 6%に引き上げ

た。しかし肢界の趨勢は、|吐界的な貯蓄不足

懸念にもかかわらず、金融は逆に緩和の方向

に動いてきており、円 ・ドルレートの安定、

原油価格の下落もあって株価も上昇してい

る。軍事費増大に伴う財政赤字の一層の広大

もあって、景気後退の長期化が懸念されてい

たアメリカ経済は逆に「湾岸棚ぼた (wind-

fall) Jで救われた面が大きし、。しかしそれは

短期的な「棚ぼた現象」であって、最近のア

メリカ自動車産業の衰退が象徴するように、

アメリカ経済の中 ・長期的な展望は暗いと言

わざるをえなし、。

日本での金利上昇、消費マインドの冷え込

み、経常収支黒字の激減、アメリカの中 ・長

期的な景気後退の方が石油価格の高騰以上に

アジアの国々にとっては脅威である。{ロj故な

らこれらの国々の輸出の大半は日米に向けら

れ、投資資金の大半も日米から流入している

からだ。ただ、湾岸戦争による影響度は固に

よってかなり異なる。最も悪い影響を受けた

のは、石油を全量輸入し、しかもおよそ60万

人(内 6万 5千人はイラクとクウェート)の

労働力を中近東に輸出していたフィリピソで

ある。巾近東からの出稼ぎ送金は30億ドル(フ

ィリピンの輸出所得の約4割)とも言われて

いる。先の逆オイルショック(石油価格の低

落)でも最も影響を受けたのがパキスタンと

フィリピンだった。特にフィリピンは中部ル

ソンにおける地震災害からまだ立ち直ってお

らず、累積債務の増大にインフレ、失業の高

進が加わって、アキノ政権を根底から揺さぶ

っている。

タイも石油のすべてを輸入に頼っており、

また湾岸諸国には15万人程度の労働者(主に

建設)を送り出していたことから、フィリピ

ンに次いで打撃を受けた。しかし、湾岸戦争

による直接的な打撃よりも、タイへの観光客

激減、米国を中心とする輸出の減退という間

接的な影響の方が大きかった。ただフィリピ

ンと異なり、タイ経済は過熱気味で労賃の急

上昇をみていることもあり、湾岸戦争の後遺

症は短期間に終わると考えてよい。

インドネシア、マレーシア、ブノレネイは石

油輸出国であり、湾岸戦争による石油価格の

高騰は対外収支の面で見る限りプラスに働い

た。しかしインドネシア、マレーシアとも最

近は経済の「多様化戦略」の下に、石油など

の資源輸出依存体質を急速に弱めることに成

功しつつあり、石油価格の高騰を喜んでばか

りおれない状況にあることも事実である。最

大の輸出市場である日米経済が冷え込むこと

の方がむしろ恐L、。例えば、両国からの天然

ゴムの輸出(世界輸出の 7割強)は日米の自

動車産業の浮沈にかかっているからだ。すで

に円米の向動京産業は米国の景気後退によっ

て影響を受けつつあり、それが石油、資源輸

出国にはね返ることは言うまでもなL、。

NIEsでは石油輸入国の韓同が最も影響を

受けた。韓国経済は89年のスランプから立ち

直りつつあっただけに、湾岸危機 ・戦争の心

理的なマイナス効果は大きかった。控室接的に
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も韓国は湾岸諸国の建設工事の大半 (365件

で総額360億ドル)を諦け負レ、また同地域

への輸出も増大していただけに、戦争の長期

化による経済的負担は甚大であった。湾岸戦

争が短期間に終結したことによって、逆に世

界経済の不確実性が減少し、設備投資、輸出

とも回復しつつある。しかし、日本と比して

韓国経済は底が浅く、外需から内需への転換

が定着するかどうかは必ずしもはっきりして

し、なし、。

1986年に戦後はじめて貿易収支の黒字を記

録した韓国は、積極的に ASEANを中心と

して海外投資を展開してきた。しかし、ここ

にきて経常収支が赤字に転落、台湾と共に資

金の輸入国に転換していて、すでにささやか

れている rNIEs悲観論」を煽っている。台

湾では、 90年にパルプ経済の破綻に伴う激し

L、株価暴落に見舞われ、民間消費の伸びが低

下した。さらに、先に触れたように、賃金 ・

地価の上昇や公害反対運動の高まりにより、

民間投資がASEANを中心に海外ヘシフト

しており、台湾経済の空洞化が懸念されてい

る。台湾、香港は輸出依存度の高い経済であ

ることから、日米、中国を始めとする今後の

輸出市場のあり方に左右されよう。ただ両者

とも石油輸出国である中国との経済関係を強

化しており、ポスト湾岸経済は中国の政治 ・

経済の動きによってもかなり変わってこよ

う。

85年にマイナス成長に陥ったシンガポール

経済はその後回復し、 88年には二桁成長を達

成した。湾岸戦争はシンガポール経済にとっ

てプラスの菌の万が大きかった。原油価格の

上昇は近隣産油国であるマレーシア、インド

ネシアへの輸出と自国の石油製品の輸出(総

経済と社会

輸出額の 3割を占めている)を拡大した。シ

ンガポーノレは世界第3位の精油所を国内にも

っており、原油高騰分は容易に石油製品の値

上げを通して回収された。さらに、シンガポ-

Jレ経済は、 NIEsで初めて、 89年に GDPに

占める金融サービスが製造業を上回り、ポス

ト香港をもくろんで、東南アジアの頭脳(ヘ

ッドクォーターズ)としての立地機能を着実

に高めていることから、以前より原 ・燃料の

影響を受けにくい経済体質になっている。し

かし湾岸戦争はシンガポールの中心的な産業

に成長している観光産業にすくなからぬダ

メージを与えたことは否めなし、。

5 .ポスト香港 (1997年以降)の経済7

ロンテ ィア

米加自由貿易連合の締結、巨大な統一ヨー

ロッパ市場の到来の刺激を受けて、アジアで

も最近のマレーシアのマハティール首相提唱

による「東アジア経済グループ (EAEG)J

構想を含めて種々の地域経済協刀の論議が展

開されている(図 3参照)。アジア太平洋経

済協力 iAPECJの初会合が89年11月にもた

れ、地域協力の協議が政府ベースで開始され

た。このような経済統合への動きが世界経済

ブロック化への序奏なのか、或し、はより一層

のグローパル化に向けてのリジョーナノレな試

みなのかについてはやっと議論が始まったと

ころである (91年版『通商白書J参照)。

90年代に向けての主なアジア経済のフロン

ティアの一つがイソドシナ 3園(ベトナム、

カンボジア、ラオス)にタイ、ミャンマー(I日

ピルマ)を含む「インドシナ経済閣」である。

この地域はカンボジアを中心に政治的な不安
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ニュージーランド

|北米自由貿易隅|

〈注)

. APECt;t米国、カナダ、才ーストラリア、ニュー

フーランド、臼;本、鈴筒、八SeANが加¥lG
・グレータ-ASr.A:'¥はASr.八Nとインドメナ

3カ悶(ベトナム、カンボジア、ラオス)

・インド γナ経済酬はベトサム、カンボジア、ラオス

にタイ、 ミャンマー 00ヒJレマ〉
.m東シナ海鰐tA自由l;ttlJ悶沿r.t:lsにF主催、台I旬、プー

サン、九州、 I中縄
・ ßl8~命事予済問はシベリア、中関東Jtllß、制SFZド
~~、日ふのuノ阿岬1)

. jヒ米(H句貿易聞はカナダ、米国、メキシコ

資料出所: r日経新聞J (91年5月21日〉を修正

定が続いているが、状況はー進・退ながらも ベトナム、ミャンマー、ラオスと積極的な経

政治的にも経済的にも、好転に向かわざるを 済外交を展開し始めた。タイが最も恐れてい

得ない状況にある。アメリカのベトナム接近 る地域の事事大問、ベトナムを中心としたイ

と中ソの和解で紛争の外堀は埋められつつあ ンドシナ諸国との経済交流の強化は、

る。また、長く続いた域内紛争で経済は疲弊 ASEANにも微妙な影響を及ぼしている。し

し、いづれの国も開放政策を基本に経済の再 かし、ベトナム軍のカンボジアからの完全撤

建 ・成長の持続を向指しており、「開発への 退、東欧社会主義諸嗣の溶解、アメリカのイ

彦、志Jは旺盛である。インドシナ経済闘の機 ンドシナ政策の転換、米ソ蜜月新時代、中ソ

関車となるのが高度成長を突っ走っているタ

イである。タイ政府は88年に「戦場から市場

へ」と題する新インドシナ政策を打ち出し、

の和解への動き、中国とインドネシア、シン

ガポールとの国交樹立など時代はなおも多く

の不安定要素をはらみながらも政治 ・イデオ

-10-



ロギーの時代から急速に協調 ・経済の時代へ

と移ってきており、カンボジアに民主安定政

権が成立し、ベトナム経済再建の前提条件で

ある日本などのインフラ ODAが再開される

と、「インドシナ経済関Jのシナリオは一挙

に現実のものとなろう。

てつめの、そして今最も注目を集めている

フロンティアは中国沿岸のヒ海、広東省、福

建省、香港、台湾、韓国(プーサン)、九州、

沖縄を含む「環東シナ海(中園沿岸)経済閣」

である。ここでは香港と台湾がすでに着々と

実績を築いており、 89年 6月の「天安門事件」

とし、う大逆風のなかでも経済閣は確実に強化

されてきた。特に天安門事件以降、香港の資

本 ・人材(年5----6万人の規模)の流出を見

ているが、他方では香港資本の広東地域への

進出は増大しており、製造業では広東側での

生産が香港を上倒った。いまや香港と広東は

どちらを欠いても経済は成り立たないところ

まで統合化されている。問機に、台湾と福建

省も、 79年の中国の台湾に対する f3通政策

(貿易 ・運輸 ・通信)J以来、急速に相互依

存を高めてきている。台湾側がかたくなに守

ってきた中岡に対する f3不政策一一接触せ

ず ・交渉せず ・妥協せずJの基本方針が李登

輝総統の登場によってなしくずしにされつつ

ある。 87年の中国本土への親戚訪問の解禁、

89年の直接電話、郵便の解禁、アジア開銀Jヒ

ボ総会を契機にした台湾閣僚(郭財政部長)

の初の北京訪問、さらに台中間の一部盛接貿

易も開始され、 90年には民間の「対岸交流財

団Jもスター卜した。従来の香港経由の投資 ・

貿易パターンも様変わりしよう。 89年におけ

る台湾の中国への投資は累計で 1千件、 10億

ドノレに述し、往復貿易は30億ドル前後に急拡

経済と社会

大した。最近の動きとしては、台湾プラスチ

ックグループの王永慶 (MR.Wang)会長

が訪中し、アモイの台湾工業区内に総額70億

ドル(内50億ドルは中国側負担)の巨大な石

油化学工場の建設を提案した。台湾の福建省

ビジネス攻勢の背景には、「同郷のよしみj

もさることながら、台湾内外の政治状況の変

化と、年率600億ドルの貿易黒字、 700億ドル

の外貨準備、欧米との貿易摩擦の悪化、賃金 ・

地価の高騰、環境問題の深刻化がある。特に

台湾の労働力不足は深刻で、 89年から外国労

働者を建設部門に限って受け入れ始めた。最

近の fAsia Wall Street JournalJ誌による

と、アモイでの運転手の月給が、台湾の1000

ドルに対して25ドル (40分の 1)であるとい

う。大陸側の台湾投資熱烈歓迎に台湾の警戒

感は強いものの、他ノ7では台湾側の政治的 ・

経済的凱立感は民主化の動き (87年に38年ぶ

りに戒厳令が解除され、その後の総選挙の結

果、野党民進党が躍進した)もあって強まっ

てきており、ここにきて台湾経済の「空洞化J、

急成長による「フロンティアの咲失」も取り

さ.たされていることから、台中お互いにお互

L、を求め合っているという状況にある。さら

に「環東シナ海構想Jの浮上によって、この

地域は人口 l億人を擁す巨大なビジネスセン

ターに成長する可能性を秘めており、台湾は

その誘い水であると言える。

「環東シナ海経済圏」の将来を占うもう一

つの重要なファクターは言うまでもなく、

1997年以後の香港の行方である。設々の予想、

に反して、「ニューズウィーク j誌(1990年

9月24n)は「夢を再び、上海復活の大号令J

とL、う見出しで、上海が香港にとって代わる

可能性を示唆している。人口1500万人(うち
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200万人は外からの流れ者)の上海はかつて

資本主義の「メッカJと呼ばれた程のアジア

最大の商業都市であった。戦争にも生き残り、

1950年代に歪っても fピック上海、 リトル香

港」とよばれていたが、共産主義によってそ

の息の恨を止められた。しかしかつての香港

上海銀行、東亜銀行、スタンタード ・チャー

タード銀行の*問、キャセイホテル、税関な

どの建物がパンド沿いに今だに堂々たる景観

をかもし出しており、タイペイ、那覇、福岡、

ソウルを結ぶ交通の要所に位置する上海の復

権を考えぬ中間指導者はし、るまい。特に昨年、

上海市の党委民会的記だった江沢民が中国共

産党総書記に任命されてから、上海開発計画

が中央でにわかに浮上し、今年に入ってから

李鵬首相が上海近郊の浦東新区に数十億ドル

を投じる巨大な金融 ・産業複合経済特区の建

設を打ちだした(図4参照)。

上海が復権 rるt.. _は台湾との関係が鍵を擾

るが、 88年 9月にタイペイ(基隆)一九州 ・

1長山一上海問の新航路が開設され(那覇航路

は路止?)人の往来と同時に経済交流にも悌

みがつきはじめた。しかし、私もアジ銀のプ

ロジェクトで上海を訪ねたことがあるが、周

辺からの大量の流民の流入に加えて、停電や

断水が日常茶飯事化しており、上海のインフ

ラが符港並の都市基盤をもつまでには後20年

はかかると見ている。当初10年間のインフラ

整備コストが500億元(約 l兆 5千億円)か

かると推定されているが、これは深刻11への投

資額の 2倍強の巨額である。

ポスト香港の担い手として最も活発に動い

ているのがシンガポールである。淡路島程の

面積 (626km2) で人 n270万人の華人国家

シンガポールは、製造業から金融 ・商業サー

図4 大1111開発を予定している上海・浦京地区

; 
〆
L 
〉
l_--ー

商科IH刷:氏，'ii.欠P.III 問~kt1Î1持政~n、骨i偏j而に4
rll 4; I"';~術開I (1900Q!IIJ.l 6 fl) 

続常#干定地

ピスを中心とする高度情報社会を目指して着

々と布石を打っている。すでに123の外函銀

行を擁して、 Jネーマーケットの規模では東

京に次いでアジア第 2位、コンテナ取扱い量

でも香港を抜き、東南アジアのヘッドクォー

ターズとしての機能を一段と強化している。

チャンギ空港の鉱張を始めとするインフラの

整備も急ピッチで進んでいる。問題は土地と

点、人材難である。「赤道上最初の発展都市J

構怨によると、ここ10年で土地面積を15%広

大し、人υを400万人にするとしているが、

65年以来干拓によって士地は8%しか増えて

おらず、人nも年;本0.7%の増加でしかなL、。

第一副首相兼国防相たったず ・チョク ・トン

に首相の座を穣り渡した (90年11月)リー前

首相は 2万 5千人の香港住民の受け入れ政策

を発表して布港及び中両政府をいらたたせ

た。マレーシヤのジョホール州が対シ水供給

に難色を示していることから、インドネシア

に供給を要請している。最近になって注討す

べきことは、水、土地問題解決の布石もあっ

てショホールパルーシンカ'ポール一一イン

ドネシアのパタム島を結ぶ広戚経済圏の構造

(図 5~照)も浮上し、インドネシアが積極

的に対応し始めた。すでにシンガポールはハ
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資料出所 :Far Eastern Economic Revieuん (1991年 l月 3円号)

タム島の工業団地に l億 2千万ドルの投資を

し、インドネシア最大の財閥であるサリム ・

グループも動き始めた。しかしシンガポール

が香港に取って代わるには余りにも制約が多

すぎる。

パンコックや今急成長しているジャカルタ

にしても香港にとって代わるには後一世紀は

必要であるとするのが大方の見方である。 97

年の返還を前に、アメリカの「対中国最恵国

待遇 (MFN)Jの見直し議論、「香港人権法」

や新空港建設に対する中国の「物言L、Jはあ

る。しかし、結論的に言うと、香港は中国に

とっても経済開放化のためになくてはならな

し、存在になっており、開放化路線の大幅な変

更でも起こらない限り(実際には、改革派の

権限が強化されつつある。)、香港を見捨てる
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環日本海経涛銅の相互補完関係のスケッチ国 6
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注:括弧内は1987年人口(万人)

しかし5年前に開始されたソ連のベてきた。「自殺行為Jには走らないと見てよL、。李嘉

(改革)を契機とする軍事 ・政レストロイカ誠を中心とする巨大香港資本も中国との「心

治状勢の変化に伴って、円本海は「緊張の海j中」を考えており、香港から資本本体を引き

から「交流の海Jへと急変しつつある。そのアジア開銀の予測でも、揚げる様子はない。

ソ連太平洋般隊の母具体的な現れの一つが、香港の貿易港としての地理的有利性は2000年

港である人口70万人のウラシオストグを商業コンテナ取扱い量でに至っても益々増大し、

港として世界に全面的に開放される動きであシンガポールを追い抜いて世は現在の日本、

る。開放の前兆として、去った90年 9月に戦(附図界第一位の地位を確保するとしている

アメリカの太平洋艦隊をウラジオ

ソ連艦隊との交流会がも九トクに招き入れ、

後初めて、l参照)。香港は従って、西側からは香港か

らの波及効果、東側からは台湾からの波及効

果が今後一層高まり、巨大な中国沿岸経済圏 たれた。

また図 7でみるように、中ソの関係正常化の誕生もあながち「見果てぬ夢 (idledream) 

(90年 5(89年 5月)、韓国櫨大統領の訪日ではない。

月)、韓ソの国交樹立及び朝鮮半島南北首脳その三つがソ連極東部(シベリア)、中国

会談の開催 (90年 9月)、北朝鮮の日本に対吉林省、遼寧省)、朝鮮東北部(黒竜江省、

ゴルパチする国交正常化提案 (90年 9月)、半島、それに日本(新潟を中心とした円本海

(91年 4月)、南北朝鮮のョフ大統領の訪日側)を含む「北東アジア(環日本海)経済圏」

日本海を取り巻く政国連同時加盟の動き等、で、 1987年で人口約 2億 9千人(図6参照)

治状況も「緊張Jから「交流」へと急変しつを擁する広大な地域である。太平洋経済圏が

イギリスのサッチャー前首

相が「雪が解け始める時期が一番危L、」と警
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しかし、つある。華々しく論議されてきた中で、同地域はこれ

まで東西の冷戦構造の中に深く閉じ込められ



経済と社会

図7 新たな展開をみせる北東アジア情勢
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告していたように、これらの「雪解けJ水が るように、日本海を取り巻くいずれの地域も

一気に日本海に流れ出すとは議も忠つてはし、 「相互補完関係Jにある。つまり、お互いが

ない。コ'ルパチョフの訪口が期待した程の成 お互いを欲しがっている状況にある(図 6)。

果を挙げなかったように、特にソ連国内にお アメリカとの貿易摩擦に悩み自つ資源に乏し

ける保守 ・軍部の復活は日本海の今後を見極 い東アジア(日本、台湾、韓国)は資源の豊

める上で最も重要な不確定要素である。しか 宮な北東アジアに新たなフロンティアを求め

し円本海を取り巻く地戚の利益が共通してい たい。豊富な天然資源を有する北東アジアは

る限り、今後約二余曲折はあっても、閉ざされ 日本を中心とする東アジアの資本 ・妓術が欲

た「軍事の季節Jから倒かれた「経済の季節」 しし、。さらに労働力の不足をきたしている広

に移っていくことはほぼ間違いない。 大なシベリア開発に中国、北朝鮮の豊富な労

経済協力商では、多くの識者が指摘してい 働力が欲しL、。さらに地域の安定的な経済循
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ポスト香港一激動する同際状勢とアジア経済のフロンティア

表 2
環構造を確立するには、東アジアと北京アジ

アの「垂i直分業」による補完と同時に、東ア

ジア内の「高次水平分業」と束アジアと北東

アシア間の「低次水平分業」による妓術 ・市

場の相互補完関係の樹立が重要になってく

る。

韓国、中国と日本の経済関係は貿易を中心

ソ連及び北朝として強化されてきているが、

し鮮と日本の経済関係は極めて希薄である。

かしこのことは政治 ・経済的な制約が緩和す

るにつれて、急速に強化される可能性をも意

味している。事実、天然資源の宝躍と言われ

ているシベリア開発にソ連は日本と韓国の資

本 ・技術を喉から手が出るほど欲しがってお

り、そのための受け皿造りを着々と進めてい

ソ連の前外務次官のカッピツア氏をはじ

めとするソ連の要人が韓国を訪問し、韓国現

代グルー/の総帥都周永名誉会長が頻繁にソ

る。

シベリア開発構想をぶち上げて連を訪問し、

シベりアの森林開発(中国吉林省の朝いる。

資料出所:週刊東洋経済
(1991年 1月26日号)

ト

の石油化学プロジェ

セクーツクの石炭開発、

(西シベリア)

鮮民族を使用)、

ポレスク

クトがその主なものである。経済危機に瀕し

ているソ連はシベリア開発に韓凶を引き入れ

金子新潟県知事の「環日本海総合研究所」のるべく、北朝鮮の頭越しに韓国との国交を回

構想もあり、学術 ・研修交流も活発化しつつ復した。

ある。図 8でみるように、環円本海経済闘が日本は北方領土問題があって韓国ほど積極

ヒト、モノの交流動きだすのに必要な情報、的ではないが、新潟県を中心とする日本海側

を支える手段も着実に整備されつつある。例との経済 ・文化交流は盛んになってきている

えば、国交のない北朝鮮と日本との問に電話(付表 1参照)。去った11月 6日には、環日

され、新潟ーイノレ回線が開設 (90年12月)本海社会党フォーラムが新潟市で開催され、

クーツクを始めとする新たな航空路線の開設

も合意されている。

日本海新幹線構想が打海洋資源の共同開発、

日ソ問の政治の重石がとち上げられ、91年 3月には資本金15億円の「ソ

れたら、距離的にも新潟 ・ソウルからナホト

鹿児島聞の距カまでは 1時間強関内(東京

nh
v
 

連投資環境整備株式会社」が県内外の企業に

また県市が加わって発足した(表 2参照)。



図8 環日本海域の交通 ・通信網

資料IU所: r日経新聞』

離)にあることから、ビジネス交流は一挙に

広が勺てこよう。

中国とソ連の関係修復、北京アジア競技大

会での中国の「二つの朝鮮」の事実上の承認

等も「環日本海構怨Jの突現に有利に働いて

し、る。最近の李鵬首相の訪ソでも極東シベリ

ア地区の開発が震安テーマになったと言われ

ている。特にナホトカに予定されている輸出

加て区には、 fl悼の資本 ・技術に中国の安価

で良質な労働)Jが必要だとする提言すらあ

る。さらに指摘しておきたいのは、 1990年12

経済と社会

月の中間出家委員会 (StateCouncil)にて、

国家財政赤字の解消と整合的な貿易政策の遂

行のために、各債の補助金と外貨割当制度を

抜本的に見直すと発裂したことである。特に

広東省や福建省を中心とした「経済特別区J

に対して輸出補助金を始めとした種々の優遇

措置かとられており、重工業地域で、中国の

対外開放政策が実施された89年以来、哀j基の

危機に瀕している k海や東北3省からの不満

は大きかった。例えば、 1957年における東北

三省の工柴生箆額は全国の25%を占めていた

-17-



ポスト待港ー激動する国際状勢とアジア経府のフロンティア

が、 89年にはその半分に低下した。特に遼寧

省はかつて工業生産で上海市と一、二位を争

っていたが、いまや江蘇、広東、LlI東の各省

に敏かれ、同じく低迷が著しい上海と 5位争

いを演じている。特に廃止が決まっている輸

出補助金は中国の1989年の貿易赤字額 (66億

トル)に匹敵している。優遇措置の見直しは

宅然環円本海を構成する東北3省の活性化に

とって有利である。

7.今後の課題

以上みてきたように、アジアを取り巻く経

済環境は爆発的に変化している。しかし、米

ソ冷戦構造の解体を受けて東欧社会主義体制

の崩壊、東西両ドイツ統ーに始まる巨大な

ヨーロッパ統合市場の誕生などによる「経済

の季節」がストレートにアジアにも波及して

くるとは誰も考えていない。我々は急速な経

済の開放化 ・市場化が集権的 ・権威主義的な

政治システムと整合しないことを天安門事件

でまざまざと見せつけられた。「アジア経済

圏」が成功するには、中国の参加が必要不可

欠だが、そのためには分権的 ・民主的な体制

への移行が前提条件である。最近、経済の開

放政策で急速に経済力をつけてきた

ASEANの大国インドネ シアも、!日態依然、の

政治体質でこのまま一本調子で経済の舷大が

進むとは誰も見ていない。フィリピンは政治

的危機にあり、マレーシアは新経済政策

(NEP)の改訂をめぐって「ブミプトラ」と

中国系住民の対立があり、インフラを始めと

する種々のボトルネックに直面しているタイ

経済の行方はカンボジア和平の動向によって

大きく左右される。他万、経済のスーパース

ター NIEsにも成長に「かげり現象」が出は

じめ、世界的な貯蔀不足の最中、資金の輸出

国から調達凶に転換してレる。祖国中国「不

信」による香港からの経済活力の「逃避」、

産業の「空洞化」が懸念されている韓国と台

湾、シンガポール経済をリードしてきたカリ

スマ的政治家リークアンユウ(李光耀)首相

の引退など、アジアはその多織性を反映して

内外とも複雑で多岐な問題を抱えており、比

較的共通の文化 ・歴史基盤をもっヨーロッパ

のように一本調子で経済協力 ・統合が進むほ

ど単純ではない。さらに、カンボジア、朝鮮

半島、日ソ関係という予測しがたし、大問題に

加えて、湾岸戦争の後遺症がある。さらに米

国の相対的地位の低下に伴うアジアからの撤

退は、アジア地域の安全保障を今後どう築き、

その中で地域の経済大凶である日本がどうい

った役割を演ずるかを真剣に考える時機にき

ている。

付け足しになるが、「環n本海経済圏構怨J

については、先に触れたように、かりに円本

海地域の政治的な重石がとれたとしても、 IIIJ

構想が一本調子で進展するとは誰も思ってい

ない。同地戚はたしかに経済の「相互補完性」

はあるものの、逆にそれゆえに新しい「開発

モデルJを創造しなくてはならなし、。なぜな

ら、日本モデJレでも NIEsモデルでもうまく

L、くはずはなく、集権的なモデルでも勿論う

まく L、かなL、。日本極地域の多様性を反映し

て、重層的、複線的な開発モデルの構築が望

まれる(基本理念については付図 2参照)。

しかしもっと深刻なことは、間借想の要であ

るソ連では連邦体制そのものが危機的状況下

にあり、地域開発の基本的なフレームさえも

整備されていないことである。

-18-



日本サイドも解決すべき多くの問題を抱え

込んでいる。環('1本海構想、を進めるに当たっ

ての国側と新潟lを中心とする日本海側地方自

治体との関係をどう樹立するかが大きな課題

となる。例えばシベリア開発にはインフラ整

備プロジェクト等ド膨大な ODA資金が必要

だが、地方自治体がODAブロシェクトとど

う関わって行くかと L、う 問題がある。さ らに

日本海側自治体の受け入れ体制づくりもこれ

からの課題である。「環口本海経済圏構想」

が fTake.offJするのはおそらく西暦2000年

に入ってからであろう。
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続済と社会

付表 1-1 新潟県内対中国友好関係提携年表

l提携年月|提 燐 当 事 者 l交 流 内 容|友好関係提携の要因

01西暦 |年号|新潟側|中国側

1 1'79.12 IS54.12 1新潟市 黒穂江省恰爾漬市IC友好都市関係〕

21'80. 61S55. 61新調市立万代小学校|黒飽江省略爾漬市|姉妹校

立兆麟小学校

三江平原農業開発

協力関係(=新潟

県日中)より派生

新潟市 ・恰繭積市

友好都市関係より

派生

3 1'80. 6 IS55. 6 1新潟市民病院 |黒部江省暗爾漬市|医学研修生の受け入れ等 |新潟市 ・恰爾潰市

第一医院 1 1友帝都市関係より

派生

4 1'80.12 IS55. 12 1新潟県農業協同組|黒龍江省晴繭演市|農業実習生の受け入れ/農|新潟県H中と黒龍

合中央会 |新発人民公社(現:I業技術 ・優良作物種 ・畜種liL省対外友好協会

暗繭潰市新発郷) 1等の交換 |との交流より派生

51'81. 41S56. 4 1吉川町立吉川小学校|黒龍江省略師演市|姉妹校

立紅小学校

新潟県日中と黒穂

江省対外友好協会

との交流より派生

6 1'81. 10 IS56.10 1新潟県労働組合評|黒徳江省総て会 |技術研修生の受け入れ/人|新潟県H中と黒穂

議会(現:新潟県評1 1事交流等 i江省対外友好協会

センター) との交流より派生

7 1'82. 4 IS57. 4 1新潟市立大形小学校|黒龍江省喰繭漬市|姉妹校

安広小学校

新潟県日中と黒龍

江省対外友好協会

との交流より派生

8 1'82.10 IS57. 10 1新潟県獣医師会 |黒龍江省音牧獣医|中国原産種豚の受け入れ/1新潟県日中と黒龍

91・83.8 IS58. 8 1新潟県

101 '83. 9 IS58. 9 1新潟大学

学会 |畜産技術等の交流 i江省対外友好協会

黒龍江省

黒龍江大学

〔友好県省関係〕

との交流より派生

新潟 ・恰爾漬友好

都市関係並びに新

潟県日中と黒龍江

省対外友好協会と

の交流より派生

学術交流/教官 ・学生等 l新溺県日中と黒穂

の人事交流/学術資料 ・情|江省対外友好協会

報の交流等 iとの受流より派生

111 '84 1 S59 1新潟大学積雪地峨I(山東省背島市)山|学術交流/教官 ・学生等の

災宮研究センター|東海洋学院 |人事交流/学術資料 ・情報

の交流等
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当

付表 1-2

事者Nol提携年月|提 携

01西暦|年号|新潟側
一一→受

中間側
流 内 容|友好関係提携の要因

12百5.1古瓦)1 I新潟一暢潰友好|中国人民対外友好|人事交流等

市民の会 協会暗簡潰'0分会

(現:11合倒潰市人民

対外友好協会

新潟 ・暗爾潰友好

都市関係より派生

131 '85 IS60 1日本宙科大学新潟1(広東省広州市)肇|教員 ・学宇の交流/研究情1*不詳

歯学部 |西医科大学口腔医|報の交換等

学部

141 '86. 4 IS61. 4 1テレビ新潟放送網|黒部江省電視台 |相互取材協力/人事交流等|新潟県打中と黒臆

江省対外友好協会

との交流より派生

151 '87. 9 IS62. 9 1新潟日報社 黒穂江日報社 相互記者交換取材協力/人|新潟県H中と黒飽

事交流等 |江省対外友好協会

との交流より派生

161 '87 IS62 1東京学館新潟高等I()J寧省東溝県)東l姉妹校 *不詳

学校 |港中日友好円語中

等専業学校

171 '88 IS63 1新潟大学積青地域I(内川省成都市)成|学術交流/教官 ・学生等の1*不詳

災書研究セソター|都地質学院 |人事交流/学術資料 ・情報

の交流等

181 '88 IS63 1長岡技術科ヤ大学I(遼寧省大連市)大|資料 ・情報の交換/教官 ・1*不詳

連理工大学 |研究者の交流/共同研究/

大学院生の交流等

191 '88 IS63 1長岡妓術科学大学I(山西省太原市)太|資料 ・情報の交換/教官 ・1*不詳

原重型機械学院 |研究者の変流/共同研究/

大学院生の交流等

201 '89. 4 I H 1. 4 1北魚沼郡入広瀬村|江藤省揚州市湾頭鎖 IC友好村鎮関係J 1*不詳

211 '89. 7 IH 1. 71新潟産業大学 黒龍江省暗爾漬師i資料等の交換/教官 ・学生|新潟県日中と黒龍

範大学 |等の交流 |江省対外友好協会

との交流より派生

221 '89 IH 1 1新潟あゆみ/松浜I(北京市)北京師範|姉妹幼稚園 *不詳

あゆみ幼稚園 |大学附属幼推薗

231 '90. 9 1 H 2. 9 1新潟県対外科学技|黒飽江省対外科学|科学技術交流/人事変流等|新潟県円中と黒龍

術交流協会 |技術交流中心 I I江省対外友好協会

との交流より派生

資料出所:新潟県日中友好協会
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経済と社会

付図2 環日本海経済圏の基本理念と将来イメージ図

アセアン等 中国東北部韓国 ・北朝鮮 ソ連シベリア極東部 ヨーロツ/ぞ

国際港湾

シベリア ・ランド
ブリッグ

ゲイトウェイ フリーゾーン

モノ、ヒト、情報、技術、文化の多棟な交流

【北陸地域】 [マルチインターフェースゾーン]M 1 F 

基

本

盟

念

。Iわかちあう閤峨づくり l

・相互対等の givaand take .共同資源開発、直接投資等
・共通の財産、日本海の保全・活用 一一一一 ・日本海にかかわる学術研究
・相互の f良さ」の享受 ・観光、リゾート、民際受流等

。lたすけあう圏域づくり I

-相互補完の giveand take 
.相互対等の協力関係

-生産分業、国際流通・中継加工
・先端技術開発、中小企業等連携

。iったえあう圏域づくり l

・伝統、文化、技術の交換 ・伝承 一一一一・ 技術研修、起業支援、文化交流
・相互理解の増進と新たな文化の創出 一一一 ・イベント、コンベンション

連担的な都市 ・ | 拠点機能の展開

高次の結節 ・交流 ・情報機能

(北陸新幹線等)(北陸自動車道等)

資料出所 :大野知昭「環日本海経済圏将来構想、の調査について」
『日中東北』、 NO.71(1991年 1月〉
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